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1． はじめに  

　2011年 3月 11日の東日本大震災発生から 6年が
経過したが，被災者の生活再建は未だ途中段階であ
り，多くが震災による環境変化により，かつての地
域コミュニティを失い，震災前の地域コミュニティ
を再構築できずにいる。
　被災者の生活再建に関して，阪神・淡路大震災時
に生活再建とは何かを定義するため，先行研究 1, 2, 3）

で神戸市震災復興総括・検証研究会の生活再建部会
が生活再建には「すまい」，「つながり」，「まち」，「そ
なえ」，「こころとからだ」，「景気・生業・くらしむ
き」，「行政との関わり」，「人生観・価値観の変化」，「震
災体験・教訓の発信」の 9要素が重要であることを
明らかにし，これを用いて，生活再建の度合いの計
測も行われている。
　生活再建に重要とされる 9要素の中でも「つなが
り」を構成する要素の一つである「人々の交流」は，
震災で住まいを失った被災者が短期間のうちに避難
所，仮設住宅，復興住宅と何度も引っ越しをするこ
とから，人間関係がそのたびに解消され，一から新
しい人間関係を構築しなければならない状況があ
る 4）。そこで住宅再建時に人々の近隣交流を考慮す
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ることが，被災者の生活再建には重要である。
　中でも高齢者は経済的な状況から自力での住宅再
建の困難なことが多く，健康面などから交流の取り
戻しも困難になるため，高齢者に着目する。
　また東日本大震災では住民の分散居住による震災
前の近隣交流の分断がみられた。そこで多くの住民
が分散居住をした，岩手県大槌町を選定した。
　本研究では生活再建に重要な近隣交流を失い，取
り戻すことが困難な分散居住した高齢者が，近隣交
流を維持して自宅再建をする方法を明らかにするこ
とを目的に，近隣交流復興のための知見を探る。
　高齢被災者の近隣住民との交流の変化を，住まい
の再建段階の中から，震災前，仮設住宅，再建住宅
の 3段階で調査した。同時に自宅再建を考えた過程
を調査し，近隣交流をどのように意識したかをみる。

2． 自宅再建時に重視する要素  

　被災者の自宅再建時の考えを調査するにあたり，
自宅再建時にどのような要素を重視するのかを把握
するため，既往文献の調査 5-9）から重視する要素を
抽出し，共通項をまとめた。
　結果，10項目が挙げられた。安全な高台へ移転
して住みたいなどの「土地の安全性」，公共交通・
買い物が便利といった「生活の利便性」，医療施設・
福祉サービスが整っているという「福祉」，職場へ
通勤しやすい，漁業・自営業を続けたいという「仕
事」，学校や保育所が近い，通学が便利という「保育・
教育施設」，住み慣れた土地である，被災前と同じ
場所に住みたいという「土地への愛着」，親や親し
い知人，友人がいるという「つながり」，公営住宅
に入居したい，戸建てに住みたいという居住形態，
土地を持っているという「土地の所有」，元の市町
村の復興やまちづくりに時間がかかるなどの「住宅
取得までの時間」，住居の補修に行政の支援が受け
られる「行政の支援」である。本研究の主な対象は
高齢者のため，「保育・教育施設」の重視度は低い
と判断し，重視項目から除外した。したがって 9項
目が，高齢被災者が自宅再建をする際に重視する項
目と考えられる。

3． 被災高齢者インタビュー調査の概要  

　2015年から 2017年に，大槌町に居住する被災高

齢者 47名を対象に，東日本大震災をきっかけとす
る交流の変化および住宅再建に対する意識に関し，
半構造化インタビュー調査を行った（Table 1）。

4． 調査対象地の被害状況と対象者属性  

　大槌町は，東日本大震災で最も被害が大きかった
自治体の一つである 10）。津波と大火で，Fig. 1に示
した市街地の町方地区が大きな被害を受けた。震災
対策本部を開設している時に津波が襲ったため，復
興に欠かせない町のリーダーシップを担う町長や役
場の課長クラスの幹部，都市政策の職員も含め約
60人が津波で流され，行政機能を喪失した 11）。そ
のため仮設住宅への入居も住宅ができた都度，応募・
抽選を行い，住民の多くは分散した。
　Table 2に対象者の年代や同居家族，居住地域の
変遷などの属性を表す。再建した際の住居形態に関
して，震災前の住宅を修繕し居住した場合は，修繕
と表した。
　調査 1～ 3の対象者 47名中，高齢女性を中心に
41名，比較対象として男性 6名を調査した。また
Fig. 2に年代別の対象者人数を表した。80代が 17
名と最も多かった。また，現在の再建段階別では，
自宅再建済みが 25名と最も多くみられた（Fig. 3）。

Table 1　Summary of interviews
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　次に，対象者の居住地の変遷に着目する。分散居
住を，再建段階を移る際に異なる地域に移動した，
と捉えた。仮設に居住し再建した 22名中，地域移
動をしたのは 17名であり，地域移動がないのは 5
名である。また，地域移動がない 5名全員が吉里吉
里地域に居住していた。
　仮設に居住し，未再建である対象者 17名の中で
地域移動があったのは 11名であり，地域移動がな
いのは 6名だった。この 6名のうち，3名が吉里吉
里に，3名が赤浜に居住していた。仮設に居住せず
自宅再建した，または自宅を修繕した対象者 6名は
全員に地域移動がなく，吉里吉里に居住していた。

5． 近隣交流の変化と減少・促進要因  

　被災高齢者が自宅再建の際に近隣交流をどのよう
に考えていたのかを明らかにするために，調査 1～
3より，各再建段階における対象者の近隣交流の変

Fig. 1　District allocation of Otsuchi town

Fig. 2　Number of subjects by age group

Fig. 3　Number of subjects by reconstruction stage

Table 2　 Attributes and residential experience of the 
subjects
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化と，その減少・促進要因を考察する。

5-1． 対象者全体の近隣交流の変化   

　対象者の近隣交流の状況に着目する。既往文献 12）

に挙げられた分類を参考に，近隣交流を 2つの段階
で捉える。家の中には入らず，道端や家の前などで
話をする「立ち話」と，より親密な相手を招いたり，
招かれたりして家の中で交流をする「家の行き来」
である。これを震災前，仮設，再建時の時系列で，
震災前を基準にした人数の増減と，交流相手がどの
時期に知り合った人かをみる。
　Fig. 4に立ち話の交流人数の変化を，Fig. 5に家
の行き来の場合を表す。立ち話と家の行き来で，仮
設時，自宅再建時ともに，交流が減少した対象者が
多かったことが分かる。また立ち話に比べ家の行き
来が減少した人数が多く，震災後に特に家の行き来
が失われたと言える。

5-2． 交流の減少・促進要因   

　近隣交流を含む対象者の交流全体に関して，何が
要因となり変化したのかを明らかにする。インタ
ビューで得られた回答を整理し，交流の増減に関わ
る言葉を回答からすべて抽出し，共通するものでま
とめ，項目化した。また，これらの各要因を促進・
減少要因に分類し，さらに自身を原因とする問題と，

相手との双方向性を原因とする問題に分類した。自
身を原因とする問題に当てはまらない項目を，ここ
では双方向性の問題に含めた。その上で，回答内容
から各要因における震災の影響の有無を判断した。
震災とその他の影響を含む項目は，場合によるとし
た（Table 3）。

5-3． 立ち話・家の行き来の交流変化の要因   

　立ち話と家の行き来の減少に影響した要因を探る
ため，Table 3の交流全体の減少要因について，各項
目を何名が挙げたかをみる（Fig. 6）。各減少要因にお
いて，挙げた人数が上位 3位までの項目に着目する。

Table 3　 Decreasing factors and promoting factors of 
socialization

Fig. 4　Number of subjects standing and talking

Fig. 5　Number of subjects Coming and going home
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　立ち話では，「非社交的な性格」という自身に原
因のあるもの，「仮設入居・自宅再建時の分散」，「日
中に人がいない」，「地域の違い」，「相手が亡くなっ
た」という双方向性に起因するものが挙げられた。
また震災とその他の影響を含む「非社交的な性格」
に関して，震災前と異なる地域に再建し「なかなか
人の中に（自分が）入っていけない」（G2）など，
震災の影響がみられた。このように，5項目全てに
震災の影響が考えられる。ここから立ち話の減少に，
双方性に起因するものと震災の影響が伺えた。
　次に家の行き来に関して上位 3位までの項目をみ
ると，自身の問題である「仕事等での忙しさ」，双
方向性の問題として「仮設入居・自宅再建時の分散」，
「話す場所がない」，「交流方法の変化」が挙げられ
た。また震災とその他の影響を含む「交流方法の変
化」に関して，仮設時に家の行き来をするのではな
く，「談話室があるから，使っていた」（B2）など，
震災の影響がみられた。このように 4項目中，「仕
事等での忙しさ」を除く 3項目に震災の影響が考え
られる。ここから家の行き来の減少にも，双方向性
に起因するものと震災による影響が伺えた。
　このように立ち話・家の行き来の減少には双方向
性の問題と震災が影響していた。中でも「仮設入居・
自宅再建時の分散」は双方で上位に挙げられ，高齢
被災者の近隣交流が減少する共通の要因になってお

り，分散居住による地域コミュニティの分断の影響
が伺えた。
　さらに新たに築くことが困難と想定される，家の
行き来に着目する。「交流方法の変化」が上位になっ
ており，これは具体的には，家の行き来が施設など
拠点を介した交流に変化したことを示している。
　また家の行き来の促進要因（Fig. 7）に「家族・兄弟・
親戚との交流」（15名）や「震災前の知り合いがいる」
（11名）が挙げられ，交流相手は新たな近隣ではな
く，家族・親族や震災前の知り合いであり，震災前
の交流関係を維持し，家の行き来を維持しているこ
とが分かった。

6． 自宅再建時の近隣交流に対する考え  

　このように自宅再建時に多くの対象者の近隣交流
が減少し，その要因としては震災前の地域コミュニ
ティの分断による影響が伺えた。これを踏まえ，再
建時に近隣交流を意識していたか否か，またどのよ
うに意識していたのかに着目する。
　調査 3の回答から，自宅再建をした，またはこれ
から再建をする者として 13名をとりあげる。対象
者 13名がどのような再建方法を選択したのか，内
訳をみると，新築戸建て住宅を購入したのは A2，
C2，H2，I2，L2，M2の 6名であった。また，今後

Fig. 6　Factors discouraging standing and talking, Coming and going home
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新築戸建て住宅を購入したいと考えているのは J2，
E2の 2名である。中古戸建て住宅を購入したのは
B2，D2，G2の 3名であり，災害公営住宅への入居
を考えているのは K2，N2の 2名である。
　この 13名の対象者の中から近隣交流を考慮して
再建した対象者 7名に着目し，住まいの再建におい
て，近隣交流をどのように考えたかを詳しくみてみ
る。その際にインタビュー回答から，対象者の再建
の流れと，再建時の住要求，再建時に住宅，土地，
交流をどのように考えていたかに着目した。住要求
は，2章で明らかにした再建時に被災高齢者が重視
する 9項目を用いてどれを重視したかを調査した。
　まず新築戸建てを建てて再建済みである対象者で
は C2，H2，M2が近隣交流を意識していた。
　C2の再建の流れと住要求，再建時の考えを
Table 4に表した。再建の流れは住宅と土地に分け，
震災後と再建時の状況を表した。住要求は前述し
た 9項目の中で対象者が重視した項目をのみを挙
げた。また，住宅，土地，交流に関して再建時にど
のように考えていたかを，回答を引用して示した。
C2は，住宅は流されたが土地は残ったため，そこ
に再建した。役場の職員をしていたことから「近所
で街灯が切れたりしたら，自分に言われるのでそれ
を対処したりする」など，地域に貢献することで近
隣と付き合っている。そのため，近所付き合いが維
持されていた。
　H2は，住宅は流されたが土地は残った。しかし，
「最初はここに住みたくなかった，津波がきている

から」と，土地を売却し，子供との同居を考えてい
た（Table 5）。だが同じ土地に住む親せきが亡くな
り「兄弟が私しかいなくなった」と感じたこと，そ
して「この人たちをおがんでくれる人がいない，自
分が元気なうちにおがんでいこう」と考えたことも
あり，震災前の土地での再建を選択した。また，「前
からここにいる家庭の人たちは，大抵は（立ち話を）
している」ことから伺えるように，近所の輪に入り
やすいという状況があり，近隣交流が維持された。
　M2は住宅を流され土地は残ったが，異なる土地

Fig. 7　Factors promoting standing and talking, Coming and going home

Table 4　Process of reconstruction Case: C2
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での再建を選択した（Table 6）。当初は集合住宅に
入居する予定だったが，オリンピックで集合住宅の
完成が遅れ，待っていられないと入居を諦めた。「年
が年だから早く家を建てないと，と考えていた」た
め，生まれた土地に来ようと考え，新築戸建て住宅
を購入した。「人とのつながりやまちの中，と思っ
てここに来た」というように交流を重視して再建し
たが，地域の違いという隔たりから新たに近隣交流
を築く困難さを感じている。
　次に，今後新築戸建てを建てたいと考えている対
象者では，E2，J2が近隣交流を考えていた。
　E2は，住宅は流されたが土地は残り，震災前と
同じ土地に再建したいと考えている（Table 7）。住
宅に関して，「夫婦だけなら災害公営でもいいが，
子供らがいるから」と戸建てを希望していた。他に

も「子供の声がうるさい（災害公営では迷惑をかけ
る）。孫が帰ってきても寝るところがないから，早
く家を建てなければ」など，子供や孫たちと同居を
することから，戸建てでの再建を考えていた。また
震災前と同じ土地で再建し，「（震災前に住んでいた
土地と同じところに再建すれば）何人か，前の人と
一緒になる」と考え，「親戚の人とお茶のみできる
からそれが楽しみ」など，震災前の近所付き合いを
維持して再建し，近隣交流を保った。
　J2は再建過程に関してどのように考えていたの
か，詳細が不明であるため省略した。
　今後，災害公営への入居を考えているのは，K2，
N2であった。
　K2は戸建ての災害公営住宅には一人暮らしでは
入居できないことから，集合住宅タイプの災害公営

Table 5　Process of reconstruction Case: H2 Table 6　Process of reconstruction Case: M2
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住宅での再建を考えていた（Table 8）。また，自身
が震災前に居住していた地域の災害公営住宅には住
戸数に限りがあることから入居できなかったため，
違う土地の災害公営住宅への入居を考えている。こ
こから近隣交流を重視して再建を考えているもの
の，違う土地での再建になってしまい，これまでの
近隣交流を失うことにつながっている。
　N2は家を建てるお金を払っていけないことから，
災害公営住宅での再建を考えていた（Table 9）。近
隣交流に関しては，「近所の方を大切にしていきた
い」と言い，同じ団地に入る人との付き合いを大切
にしたいという考えがみられた。しかし近隣交流を
重視して再建を考える一方で，震災前の居住地が海
の側であることから不安が払拭できず，違う土地で
の再建を考えている。このように再建に関して，安
全性も同時に考慮しており，必ずしも近隣交流を優
先して考えてはいない。
　このように近隣交流を重視して再建した，または
考えている人々の中でも，再建過程や再建後に，近
隣交流の実現を阻む様々な問題がみられた。
　再建過程では，まず震災前に築いた交流関係があ
る震災前の土地に再建できないという問題が挙げら

れる。具体的には震災前に居住していた土地が買い
上げられ，物理的に再建が不可能になっていた。ま
た災害公営住宅では住戸数が限られている関係で，
もとの地域での入居ができなくなっていた。その他
に近隣交流を得ることを考慮し再建を考えていても，
土地の安全性など他の要素の優先度が高く，近隣交
流は必ずしも優先されないということがみられた。
　再建後には，近隣交流を求めていても別の地域に
再建したことで，新たな近隣に馴染めないという問

Table 7　Process of reconstruction Case: E2 Table 8　Process of reconstruction Case: K2

Table 9　Process of reconstruction Case: N2
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題があった。つまり元々住んでいた人との間で地域
の隔たりがあることや，既に近所付き合いが出来上
がっており，中々その輪に入っていけないという現
状が伺えた。

7． おわりに  

　本研究では分散居住した高齢者が，近隣交流を維
持した自宅再建を実行できる方法を明らかにするこ
とを目的に，実現のための知見を得た。住まいの再
建段階における近隣交流の変化とその要因，自宅再
建時に近隣交流をどのように考えていたかを明らか
にするため，岩手県大槌町で被災高齢者へのインタ
ビュー調査を 3回に分けて行った。
　対象者の近隣交流の状況をみると，立ち話と家の
行き来において，仮設居住時・自宅再建時ともに，
近隣交流が減少した対象者が多くみられた。また立
ち話に比べて家の行き来の減少した人数が多くみら
れ，震災後に特に家の行き来が失われていた。
　近隣交流の変化に関係する要因を探るため，近隣
交流を含む対象者の交流全体の減少・増加要因を，
インタビュー回答から抽出した。加えて自身を原因
とする問題と，相手との双方向性を原因とする問題
に分類した。また対象者の回答内容から，交流の減
少・増加要因それぞれに震災の影響があるかをみた。
　近隣交流の減少要因では，立ち話・家の行き来の
減少に双方向性の問題と震災が影響していた。中で
も「仮設入居・自宅再建時の分散」は双方で上位に
挙げられ，高齢被災者の近隣交流の減少に，震災前
の地域コミュニティの分断による影響が伺えた。
　次に住宅再建時に近隣交流を考慮した対象者が，
再建時に近隣交流をどのように考えていたかをみ
た。結果，近隣交流を重視していても，その実現を
阻む様々な要因が再建過程，再建後にみられた。
　震災を起因とする分散居住は近隣交流を維持した
自宅再建の実現を阻み，また震災前の土地に物理的
に住めないことからその問題の解消は困難であっ
た。そのため新たな近隣にどのように馴染み，交流
を生み出すかを考えることで，近隣交流を維持した
自宅再建を実現する可能性があると推察される。

〔要　約〕
　東日本大震災発生から 6年経過したが，被災者は
未だ生活再建の途中段階にある。生活再建には交流

が重要とされ，中でも住宅再建時に被災者の近隣交
流を考慮することが重要である。近隣交流を維持し
た自宅再建方法を明らかにするため，住まいの再建
段階における近隣交流の変化とその要因，および自
宅再建時に近隣交流をどのように考慮していたかを
調査する。分散居住をした岩手県大槌町の高齢者を
対象にインタビュー調査を行った。結果，対象者の
多くが震災後に近隣交流が減少していた。その要因
として，仮設入居時や自宅再建時の分散が挙げられ
た。また近隣交流を重視し自宅再建を考えても，震
災前の土地に居住できないこと，必ずしも近隣交流
が優先されないことなど，その実現を阻む要因が
様々に存在することが分かった。新たな近隣に馴染
み交流することで，近隣交流を維持した自宅再建を
実現できる可能性があると推察される。
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